
 

 

 

 日本のメディア、テレビや新聞や週刊誌やネット情報は、その大半が➀アメリカ合衆国政府の監視を受けたり、②アメリカ合衆国政府の要望通りに放送したり、③アメリカ合衆国政府が気に入った政治家や学者やタレントを中

心に情報を発信しています。その理由は「第二次世界大戦でアメリカに負けたから」です。今も日本はアメリカの植民地と言って良いくらいなのです。今の沖縄の姿を見てくれればこのことが現実であることがわかるでしょう？

そもそも自由民主党は１９５５年のころの米ソの冷戦下で、アメリカ合衆国を守るために作られた政党であり（５５年体制と呼びます）、同じ自民党員であっても田中角栄さんや小沢一郎さんや鳩山由紀夫さん（この人たちはも

ともと自民党員です）たちのように、アメリカ合衆国の支配から脱し、「真に独立国家としての日本」をつくろうとした人たちのすべてが、アメリカ合衆国政府（国務省：ＣＩＡ）によって潰されました。テレビを見ていて、日

本政府やアメリカ合衆国の批判をした学者や評論家が次の日からテレビに出なくなることがよくあることに気が付きませんか？あなた達は知らないうちにアメリカの主張を盲信（もうしん＝何も考えないで言いなりになること）

してアメリカに洗脳されているのです。ですから理由もなしに中国やロシアを敵国とみなすようになっているのです。私はアメリカ合衆国が好きです。しかし世界の本当の姿を知り、中国やロシアや貧しい国々と仲よくし、みん

なで地球環境を守るためには、世界の本当の姿を知る必要があります。その目的でＴＩＭＥやＮＥＷＳＷＥＥＫなどを通じて、アメリカ抱えている重大な問題を公平に伝えているのです。この原稿の多くは 2 月作成のものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

ASSETS OF OUR LIVES 2022年７月 25日 第 36巻 13号 ≪確かな知識や教養を身につけ・豊かな心を育て・充実した人生を‼≫  

「９１１テロ」を知らない世代が増えましたので載せています。アメリカやイギリスのお金持ちにと

っては、みんなが同じように豊かで幸せになることを願う＝共同富裕を図るという思想である「イス

ラムの教え」や「共産主義や社会主義の理想」が許せないのです。何かおかしくありませんか。日本

はそんな強欲なアメリカ合衆国やイギリスとは違う、優しい国家のはずだと思うのですが。 

【上】戦争に駆り出されるアメリカの兵士も、他国の兵士と同じよう

な、ごく普通の若者です。第２次世界大戦以降、カーター大統領の時の

４年間を除いて、アメリカ合衆国は常に世界で戦争をしています。それ

に従軍した兵士たちは、身近で人を殺したり殺されたりするので、精神

を病んで、普通の社会生活ができなくなることが多いのです。あなたが

戦争に加わったことを想像できたら簡単にわかると思います。わからな

かったら志成館にある「バンド・オヴ・ブラザーズ」や「パシフィッ

ク」を見てください。それぞれ１０時間に及ぶ第二次世界大戦を忠実に

再現した映画です。現在ウクライナで戦争が継続しています。戦争を起

こしたのは、バイデンさんでありゼレンスキーさんでありプーチンさん

です。軍人は命令されて相手国の人たちを殺し自分たちも死んでゆくの

です。実に哀れな仕事だと思いませんか。ロシアの兵士だけが悪いなど

と言う報道を信じないでください。ウクライナには欧米の軍事の専門家

がたくさん派遣されているのです。それも今度の戦争が始まる前からな

のです。中国の２５００年前からの春秋戦国時代、恐るべき強固な軍隊

でヨーロッパを支配したローマ帝国、その他歴史を振り返ると人間の歴

史＝戦争なのです。科学技術の発展＝地球環境の破壊なのです。（泣） 

【下】ドナルド・トランプ大統領は退任の直前

に、核兵器を発射する危険性があったという記

事です。もし今のアメリカ大統領がトランプ氏

ならどうなっていることかと不安になります。

但し、森は、自国の利益だけ考える白人優先の

商売人の「共和党」のトランプさんよりも、世

界を支配しようとし続ける「民主党」のバイデ 

ンさんの方が危険であると考えています。 

【下】２００１年の９月１１日のニューヨークでのテロの写真です。しっかりと覚えておいてくださ

い。そのうえで、どうして政治家がたくさんいるワシントンが攻撃されなかったのかという記事で

す。記者は「このテロは、アメリカ合衆国が自作自演のテロを起こして、イスラム教国と戦争を開始

し、軍事企業が儲かるようにたくらんだ事件である」と考えておられるのです。映画もありますよ。 

現代が学べる 志 成 館  

【左】ブラック・ライブズ・マター運動（黒人の命も白人同様に大切にされるべきであるというムー

ブメント）で問題が明るみになったことなのですが、警察官による犯罪者と疑われる人たち（特に黒

人）に対する暴行による死亡者は、テレビや新聞やネットで発表している人数よりもはるかに多いの

ではないかという記事です。アメリカは先住民を銃で殲滅して建国した暴力国家であり、それが今で 

も継続しているのです。アメリカ人は、アメリカ国内だけではなく、世界中で人を殺しているのです。

中国にはそんなことをした歴史はありません。ロシア人はナポレオンやヒトラーに殺されたのです。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【下】この東郷和彦さんの記事こそ、森が２０年以上前から信頼しているノーム・チョムスキーさんた

ちの意見と同じものです。アメリカ合衆国は、今のウクライナでの戦争でもそうであるように、アメリ

カ合衆国とは「毎日のように、世界中に民主主義を守る、自由を守る、人権が大切だという言葉を繰り

返し発信しながら、その実は世界中に自国の軍隊を送り続け、アメリカ合衆国の自国の利益を最優先

し、他国の事情を無視し、他国の発展を許そうともしないだけではなく、世界平和を平気でないがしろ

にする、あまりにも自己中心的と批判されるべき国」なのです。信じられますか？これが世界の真実な

のです。５年くらいすればあなた達にも、志成館の館長がいかに優れた判断をしていたかがわかります

よ。（笑）。エッヘン！！ 世界中を戦乱に巻き込み続けるアメリカ合衆国「民主党」のこの方針は、人

気抜群のＪ・Ｆ・ケネディ大統領の時から（＝核戦争寸前までいった「キューバ危機」の時から）の一

貫した政策なのです。軍事企業が国の政治を支配するアメリカ合衆国では、マッチョな白人の政党で、

アフリカ系アメリカ人や女性差別をすることを何とも思わない武器を持つことを誇りにしている「共和

党」もほぼ同じなのでしょう。お金持ちの人たちの言うことは聞くことがあっても、経済学者のジョセ

フ・スティグリッツさんや歴史学者のエマニュエル・トッドさんや言語学者のノーム・チョムスキーさ

ん達のような世界を代表する知性ある人たちの意見には耳を傾けようとしない人が多い今の世界では、 

世界平和の実現は遠いのでしょうか。（泣） 

東郷さんのウクライナをめぐる意見は「とりあえずすぐに戦争をやめなさい」というものですが、この意

見が一番まともな意見だと思います。イギリスもアメリカ合衆国もウクライナのゼレンスキーさんも、ま

だ徹底的に戦うと宣言しています。それじゃあということで、ロシアのラブロフさんも、今後は戦争の範

囲を広げると７月２２日に宣言されています。困ったことです。 

【上】ねっ、毎年恐るべき数の人間が事故や犯罪で死んでい

るのにも関わらず、拳銃を捨てようとしないアメリカ人は、

狂人だとしか言いようがないのですが、いかがでしょうか。

アメリカという国はこれほど病んでいるのです。 

【上】色々なところで述べていますように、グローバリゼーションという言葉でわかるように、大きな企業は世界中で活

躍し世界中で利益を得ています。しかしそうであるのなら、世界中の国々に税金を納める必要があると思うのですがいか

がでしょうか。世界で行動する企業の利益をアメリカ合衆国だけが税金としてお金を手に入れて自分たちだけが豊かに過

ごしている姿は、日本中で利益を上げている日本の大企業が、本社がある東京都にだけ税金を納めているために、東京都

だけが贅沢をして、オリンピックなどで膨大な無駄遣いをしている姿と全く同じなのです。いかがですか？今必要なの

は、国際課税を強化して、世界中の貧しい国々にお金を分けることが最高の政策であると思いませんか？しかしこのよう

に世界中の人たちが喜ぶ政策にもグーグルやアップルやメタやアマゾンやマイクロソフトは大反対なのです。アメリカ企 

業は強欲すぎるという館長の見解はおかしいのでしょうか？ 

【右】フェイスブックを買収すると言った後、

これを撤回した電気自動車会社のテスラモータ

ース社のイーロン・マスク氏さんに対して、ア

メリカ合衆国政府は、厳しい対応をしようとし

ています。大金持ちのイーロン・マスク氏の電

気自動車会社はアメリカに必要な企業なのです

が、彼は中国の習近平さんとも仲がよく、ウイ

グル自治区に大きな太陽光発電所を建設して、

中国で電気自動車を生産して、ユーラシア大陸

に輸出しようとしています。だからアメリカ合 

衆国ににらまれているのでしょうか？ 

しかしもしイーロン・マスクさんが中国と仲よ

くされるなら、彼こそは世界平和の主役になる 

のかもしれませんよ。 

 


